
平成 14年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 13年 11月 28日

上   場   会   社   名       山九株式会社 上場取引所 東 大 福

コード番号       9065 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役　財務担当補佐兼財務部長 福岡県

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　風早　努 TEL (03) 3536 - 3909
中間決算取締役会開催日  平成13年11月28日 中間配当制度の有無　　無
中間配当支払開始日　　　平成  年  月  日

１. 1３年 ９月中間期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）
(1)経営成績 　　　　　　　（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 128,526 △ 5.6 2,263 △ 37.4 1,800 △ 28.2
12年 9月中間期 136,202 14.3 3,618 68.3 2,506 61.6
13年 3月期 289,470 5,891 3,895

　      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭
13年 9月中間期 1,101 - 3.89
12年 9月中間期 △ 12,778 - △ 45.18
13年 3月期 △ 25,721 △ 90.94
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期 282,845,812 株   12年 9月中間期 282,846,087 株   13年 3月期 282,845,884 株
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）13年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当              －円　－   銭

13年 9月中間期 － －    特別配当              －円　－   銭

12年 9月中間期 － －
13年 3月期 － 0.00

(3)財政状態
１株当たり
株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
13年 9月中間期 263,917 21,914 8.3 77.48
12年 9月中間期 260,864 33,871 13.0 119.75
13年 3月期 260,598 21,162 8.1 74.82
(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期 282,847,267 株   12年 9月中間期 282,848,749 株   13年 3月期 282,848,749 株

　　（13年 9月中間期の期末発行済株式数は、自己株式数 １,482株が控除されております。）

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
  １株当たり年間配当金
期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭
通　　期 280,000 3,200 2,200 0.00 0.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             7 円 78  銭

当　期　純　利　益　

株主資本比率

 売   上   高

     中間(当期）純利益

株  主  資　本総  資  産

経　常　利　益



1. 中 間 貸 借 対 照 表

対前期
増減金額

構成比 構成比 構成比
％ ％ ％

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 13,996 17,427 △ 3,430 21,360

   受取手形 9,922 6,989 2,933 9,479

   作業未収入金 56,775 62,086 △ 5,310 55,094

   未成作業支出金等 41,101 29,145 11,956 38,413

   その他 7,051 7,252 △ 201 6,303

   貸倒引当金 △ 464 △ 382 △ 82 △ 387

   流動資産合計 128,384 48.6 122,518 47.0 5,865 130,264 49.9

Ⅱ 固定資産

   有形固定資産

      建物 31,137 31,880 △ 743 32,636

      土地 40,862 40,946 △ 84 41,044

      その他 9,109 9,551 △ 442 10,070

   有形固定資産合計 81,108 30.8 82,379 31.6 △ 1,271 83,751 32.1

   無形固定資産 5,867 2.2 6,096 2.4 △ 229 6,158 2.4

   投資その他の資産

      投資有価証券 18,184 19,391 △ 1,206 18,274

      繰延税金資産 20,935 20,955 △ 19 12,260

      その他 11,750 11,290 459 15,701

      貸倒引当金 △ 2,313 △ 2,033 △ 280 △ 5,546

   投資その他の資産合計 48,557 18.4 49,604 19.0 △ 1,046 40,690 15.6

   固定資産合計 135,532 51.4 138,080 53.0 △ 2,547 130,600 50.1

資産合計 263,917 100.0 260,598 100.0 3,318 260,864 100.0

平成１３年９月３０日現在 平成１３年３月３１日現在 平成１２年９月３０日現在
当　　中　　間　　期 前　　　　　　　　期 前　年　中　間　期

（単位：百万円、未満切捨）

科目

（資産の部）

金額 金額金額
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対前期
増減金額

構成比 構成比 構成比
％ ％ ％

Ⅰ 流動負債

   支払手形 19,698 18,283 1,415 18,185

   作業未払金 22,514 27,073 △ 4,558 24,092

   短期借入金 70,256 70,509 △ 253 72,395

   未払法人税等 1,147 2,664 △ 1,516 1,674

   未成作業受入金 16,096 9,913 6,183 17,505

   完成工事補償引当金 48 52 △ 3 45

   その他 12,415 9,246 3,168 7,788

   流動負債合計 142,178 53.9 137,742 52.9 4,435 141,687 54.3

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 52,192 53,517 △ 1,325 57,131

   退職給付引当金 47,257 47,695 △ 438 27,665

   役員退職慰労引当金 300 344 △ 44 301

   その他 75 137 △ 62 207

   固定負債合計 99,825 37.8 101,694 39.0 △ 1,869 85,305 32.7

負債合計 242,003 91.7 239,436 91.9 2,566 226,992 87.0

Ⅰ 資本金 18,318 7.0 18,318 7.0 - 18,318 7.0

Ⅱ 資本準備金 1,634 0.6 8,938 3.4 △ 7,303 8,938 3.4

Ⅲ 利益準備金 - - 3,841 1.5 △ 3,841 3,841 1.5

Ⅳ その他の剰余金

   任意積立金 - 14,329 △ 14,329 14,329

   中間（当期）未処分利益 1,101 △ 25,474 26,575 △ 12,530

   その他の剰余金合計 1,101 0.4 △ 11,145 △4.3 12,246 1,798 0.7

Ⅴ その他有価証券評価差額金 859 0.3 1,208 0.5 △ 349 974 0.4

Ⅵ 自己株式 △ 0 △0.0 - - △ 0 - -

21,914 8.3 21,162 8.1 751 33,871 13.0

263,917 100.0 260,598 100.0 3,318 260,864 100.0

資本合計

負債及び資本合計

科目

（負債の部）

（資本の部）

平成１２年９月３０日現在
金額

当　　中　　間　　期 前　　　　　　　　期 前　年　中　間　期

金額金額
平成１３年９月３０日現在 平成１３年３月３１日現在

（単位：百万円、未満切捨）
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2.中間損益計算書

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比
％ ％ ％

Ⅰ 作業収入 128,526 100.0 136,202 100.0 △ 7,676 289,470 100.0

Ⅱ 作業原価 121,484 94.5 127,662 93.7 △ 6,178 274,027 94.7

   作業総利益 7,041 5.5 8,540 6.3 △ 1,498 15,443 5.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 4,777 3.7 4,921 3.6 △ 143 9,551 3.3

   営業利益 2,263 1.8 3,618 2.7 △ 1,354 5,891 2.0

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 34 54 △ 19 105

   受取配当金 535 400 135 874

   その他 527 197 330 441

   営業外収益合計 1,098 0.9 652 0.5 446 1,421 0.5

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 1,126 1,243 △ 116 2,507

   その他 435 519 △ 83 909

   営業外費用合計 1,562 1.3 1,763 1.4 △ 200 3,417 1.2

   経常利益 1,800 1.4 2,506 1.8 △ 706 3,895 1.3

Ⅵ 特別利益

   投資有価証券売却益 1,201 - 1,201 -

   固定資産売却益 458 547 △ 88 589

   特別利益合計 1,659 1.3 547 0.4 1,112 589 0.2

Ⅶ 特別損失

   投資有価証評価損 665 1,880 △ 1,214 1,752

   ゴルフ会員権評価損 86 1,253 △ 1,166 1,245

   退職給付引当金繰入額 - 20,970 △ 20,970 41,940

   たな卸資産評価損 - 1,308 △ 1,308 1,308

   関係会社整理損 - - - 636

   投資評価引当金繰入額 - - - 353

   特別損失合計 752 0.6 25,412 18.6 △ 24,660 47,236 16.3

   税引前中間（当期）純利益 2,707 2.1 △       22,358 △ 16.4 25,065 △       42,751 △ 14.8

   法人税、住民税及び事業税 858 0.6 1,487 1.1 △ 629 3,251 1.1

   法人税等調整額 747 0.6 △       11,067 △ 8.1 11,814 △       20,280 △ 7.0

   中間（当期）純利益 1,101 0.9 △       12,778 △ 9.4 13,879 △       25,721 △ 8.9

   前期繰越利益 - 247 △ 247 247

   中間（当期）未処分利益 1,101 △       12,530 13,632 △       25,474

至　平成１３年３月３１日

前　          　 　　期
増減金額
対前年中間期

自　平成１２年４月　１日

（単位：百万円、未満切捨）

科目
前　年　中　間　期
自　平成１２年４月　１日

当　　中　　間　　期
自　平成１３年４月　１日
至　平成１３年９月３０日 至　平成１２年９月３０日
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3.中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

（１） 資産の評価基準及び評価方法
①たな卸資産
　　ａ．未成作業支出金 個別法による原価法
　　ｂ．販売用不動産 個別法による原価法
　　ｃ．貯蔵品 先入先出法による原価法

②有価証券
　　ａ．子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

　　ｂ．その他有価証券
・時価のあるもの
　中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却
　原価は移動平均法により算定)

・時価のないもの
　移動平均法による原価法

　　ｃ．デリバテイブ
時価法

（２） 固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産
　　建物は定額法、建物以外については定率法を採用しております。
　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 １７～５０年
機械及び装置 　７～１７年

②無形固定資産
　　定額法を採用しております。
　　ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）で償却してお
　ります。

（３） 引当金の計上基準
①貸倒引当金
　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
　の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②完成工事補償引当金
　　完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、完成工事に係る補償見積額を計上しております。

③退職給付引当金
　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当
　中間期末において発生していると認められる額を計上しております。
　　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数に
　よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

④役員退職慰労引当金
　　役員および執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当中間期末要支給額を計上して
　おります。

（４） 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。
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（５） リース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（６） ヘッジ会計の方法
①繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法
　　繰延ヘッジ処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
　　・ヘッジ手段…金利スワップ取引 
　　・ヘッジ対象…借入金

③ヘッジ方針
　　当社の内部管理基準である「金利スワップ実行管理基準」に基づき金利変動リスクをヘッジしており
　ます。

④ヘッジ有効性評価の方法
　　比率分析によっております。

（７） その他中間財務諸表作成のための基本となる事項
　消費税等の会計処理の方法
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

4. 追 加 情 報

中間貸借対照表
　　前期まで流動資産に掲記しておりました「自己株式」は、中間財務諸表等規則の改正により当中間期より資
　本の末尾に控除方式により表示しております。
　　なお、前年中間期（０百万円）および前期（０百万円）は流動資産の「その他」に含めて表示しております。
　

-　5　-



5.注記事項

[貸借対照表］

１．有形固定資産の減価償却累計額 １．有形固定資産の減価償却累計額 １．有形固定資産の減価償却累計額
87,932 百万円 87,040 百万円 86,104 百万円

２．担保資産 ２．担保資産 ２．担保資産
　（財団抵当）有形固定資産 29,522 百万円 　（財団抵当）有形固定資産 30,104 百万円 　（財団抵当）有形固定資産 30,614 百万円

　（個別担保）有形固定資産他 23,934 百万円 　（個別担保）有形固定資産他 24,563 百万円 　（個別担保）有形固定資産他 23,540 百万円

３．保証債務 8,517 百万円 ３．保証債務 8,517 百万円 ３．保証債務 8,510 百万円

４．受取手形割引高 4,547 百万円 ４．受取手形割引高 4,346 百万円 ４．受取手形割引高 4,644 百万円

５．中間期末満期手形の処理 ５．期末満期手形の処理 ５．中間期末満期手形の処理
　　　中間期末日満期手形は、手形交換日を 　　　期末日満期手形は、手形交換日をもっ 　　　中間期末日満期手形は、手形交換日を
　　もって決済処理しております。従って、 　　て決済処理しております。従って、当期 　　もって決済処理しております。従って、
　　当中間期末日は、金融機関の休日であっ 　　末日は、金融機関の休日であったため期 　　当中間期末日は、金融機関の休日であっ
　　たため中間期末日満期手形が以下の科目 　　末日満期手形が以下の科目に含まれてお 　　たため中間期末日満期手形が以下の科目
　　に含まれております。 　　ります。 　　に含まれております。

受取手形 　　　902 百万円 受取手形 　　　698 百万円 受取手形 　　　393 百万円
支払手形 　　　131 百万円 支払手形 　　　205 百万円 支払手形  　　　88 百万円

６．借入コミットメントライン
　　　当社は、資金調達力の強化および有利
　　子負債圧縮を目的にコミットメントライ
　　ン契約（主幹事銀行　株式会社日本興業
　　銀行　他参加銀行１５行）を締結してお
　　ります。
　　　当中間期末における借入実行残高は次
　　のとおりであります。

借入コミットメントライン
の総額             35,000 百万円

借入実行残高     　 29,750 百万円

差引額              5,250 百万円

[損益計算書］

１．減価償却実施額 １．減価償却実施額 １．減価償却実施額

　　　有形固定資産 1,363 百万円 　　　有形固定資産 1,493 百万円 　　　有形固定資産 2,997 百万円
　　　無形固定資産 624 百万円 　　　無形固定資産 550 百万円 　　　無形固定資産 1,140 百万円

２．固定資産売却益 ２．固定資産売却益 ２．固定資産売却益

　　固定資産売却益は土地の売却益であります。 　　固定資産売却益は土地の売却益であります。 　　固定資産売却益は土地の売却益であります。

至　Ｈ１３．９．３０ 至　Ｈ１２．９．３０ 至　Ｈ１３．３．３１

前年中間期 前　　　期
自　Ｈ１２．４．　１ 自　Ｈ１２．４．　１

前年中間期前　　　期
自　Ｈ１２．４．　１
至　Ｈ１３．３．３１

自　Ｈ１２．４．　１
至　Ｈ１２．９．３０至　Ｈ１３．９．３０

当 中 間 期

当 中 間 期
自　Ｈ１３．４．　１

自　Ｈ１３．４．　１
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6.リース取引

（１） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

当中間期 前年中間期 前    期
百万円 百万円 百万円

車両運搬具他 車両運搬具他 車両運搬具他

取得価額相当額 7,589 8,001 7,427

減価償却累計額相当額 3,974 4,474 4,241

中間期末（期末）残高相当額 3,614 3,527 3,185

（２） 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

当中間期 前年中間期 前    期
百万円 百万円 百万円

１年以内 1,227 1,317 1,198

１年超 2,633 2,418 2,203

計 3,860 3,735 3,402

（３） 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

当中間期 前年中間期 前    期
百万円 百万円 百万円

支払リース料 803 874 1,684

減価償却費相当額 679 739 1,431

支払利息相当額 96 117 214

（４） 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

①減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

②利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法について
　は利息法によっております。

7.有価証券

　当中間期、前期及び前年中間期のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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